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商標審査基準たたき台（案）（４条１項 12 号、18 号、4 条 3 項） 
 

商標法４条１項１２号 

商標審査基準たたき台（案） 現行の商標審査基準 
十一、第４条第１項第１２号（他人の登録防護標章） 

他人の登録防護標章(防護標章登録を受けている標章をいう。以下同じ。)

と同一の商標であつて、その防護標章登録に係る指定商品又は指定役務に

ついて使用をするもの 

 

１．本号の規定に該当する商標は､登録防護標章と同一のもの（縮尺のみ異なる

ものを含む。）に限る。 

なお、本号の規定に該当しないと判断される場合でも、第４条第１項第 15 

号の規定に該当する場合がある。 

 

 

 

 

 

十一、第４条第１項第１２号（他人の登録防護標章） 

他人の登録防護標章(防護標章登録を受けている標章をいう。以下同じ。)

と同一の商標であつて、その防護標章登録に係る指定商品又は指定役務に

ついて使用をするもの 

 

１．本号の規定に該当する商標は､登録防護標章と同一のもの（相似形を含む｡) 

に限る。登録防護標章と類似の商標若しくはその一部に登録防護標章と同一

若しくは類似の商標を有する商標であって、その登録防護標章に係る指定商

品又は指定役務に使用するもの、又は、登録防護標章と同一の商標若しくは

その一部に登録防護標章と同一若しくは類似の商標を有する商標であって、

その登録防護標章に係る指定商品又は指定役務と類似の商品又は役務に使用

するものは、本号の規定に該当せず、第４条第１項第 15 号の規定に該当する

ものとする。 
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商標法４条１項１８号 

商標審査基準たたき台（案） 現行の商標審査基準 
十六、第４条第１項第１８号（商品等が当然に備える特徴） 

商品等（商品若しくは商品の包装又は役務をいう。第二十六条第一項第五

号において同じ。）が当然に備える特徴のうち政令で定めるもののみからな

る商標 

 

商標法施行令 

第一条 商標法第四条第一項第十八号及び第二十六条第一項第五号の政令

で定める特徴は、立体的形状、色彩又は音（役務にあつては、役務の提供

の用に供する物の立体的形状、色彩又は音）とする。 

 

１．本号を適用する場合について  

 商品若しくは商品の包装又は役務の提供の用に供する物（以下「商品等」

という。）が「当然に備える特徴」は、原則として、第３条第１項第３号に

該当する商品等の特徴に含まれるものであるため、審査において第４条第

１項第 18 号を適用するか否かが問題となるのは、第３条第１項第３号に該

当するものであるが、実質的には第３条第２項に該当すると認められる商

標についてである。 

 

２．商品等が「当然に備える特徴」について 

  商品等が「当然に備える特徴」について、第３条第２項に該当するか否か

の判断において提出された証拠方法等から、次の(1)、(2)又は(3)を確認する。 

(1) 立体商標について 

(ｱ)出願された商標（以下「出願商標」という。）が、商品等の性質から通常

備える立体的形状のみからなるものであること。 

(ｲ) 出願商標が、商品等の機能を確保するために不可欠な立体的形状のみか

らなるものであること。 

(2) 色彩のみからなる商標について 

次の(ｱ)及び(ｲ)を確認する。 

(ｱ) 出願商標が、商品等から自然発生する色彩のみからなるものであるこ

と。 

(ｲ) 出願商標が、商品等の機能を確保するために不可欠な色彩のみからなる

ものであること。 

十六、第４条第１項第１８号（商品等が当然に備える特徴） 

商品等（商品若しくは商品の包装又は役務をいう。第二十六条第一項第五

号において同じ。）が当然に備える特徴のうち政令で定めるもののみからな

る商標 

 

商標法施行令 

第一条 商標法第四条第一項第十八号及び第二十六条第一項第五号の政令

で定める特徴は、立体的形状、色彩又は音（役務にあつては、役務の提供

の用に供する物の立体的形状、色彩又は音）とする。 

 

１． 商品若しくは商品の包装又は役務の提供の用に供する物（以下「商品等」

という。）が「当然に備える特徴」は、原則として、第３条第１項第３号に

該当する商品等の特徴に含まれるものであるため、審査において第４条第

１項第 18 号を適用するか否かが問題となるのは、第３条第１項第３号に該

当するものであるが、実質的には第３条第２項に該当すると認められる商

標についてである。 
 
 
 

２．商品等が「当然に備える特徴」について、第３条第２項に該当するか否か

の判断において提出された証拠方法等から、次の(1)、(2)又は(3)を確認する。 

(1) 立体商標について 

(ｲ) 出願された商標（以下「出願商標」という。）が、商品等の性質から通

常備える立体的形状のみからなるものであること。 

(ﾛ) 出願商標が、商品等の機能を確保するために不可欠な立体的形状のみか

らなるものであること。 

(2) 色彩のみからなる商標について 

次の(ｲ)及び(ﾛ)を確認する。 

(ｲ) 出願商標が、商品等から自然発生する色彩のみからなるものであるこ

と。 

(ﾛ) 出願商標が、商品等の機能を確保するために不可欠な色彩のみからなる

ものであること。 
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(3) 音商標について 

次の(ｱ)及び(ｲ)を確認する。 

(ｱ) 出願商標が、商品等から自然発生する音のみからなるものであること。 

(ｲ) 出願商標が、商品等の機能を確保するために不可欠な音のみからなるも

のであること。 

 

(4) 上記(1)(ｲ)、(2)(ｲ)又は(3)(ｲ)を確認するにあたっては、下記(ｱ)及び

(ｲ)を考慮するものとする。 

(ｱ) 商品等の機能を確保できる代替的な立体的形状、色彩又は音が他に存在

するか否か。 

(例)  

① 商品等の構造又は機構上不可避に生じる音であるか否か。 

② 人工的に付加された音であるか否か。 

(ｲ) 代替可能な立体的形状、色彩又は音が存在する場合でも、同程度（若し

くはそれ以下）の費用で生産できるものであるか否か。 

 

 

 

(3) 音商標について 

次の(ｲ)及び(ﾛ)を確認する。 

(ｲ) 出願商標が、商品等から自然発生する音のみからなるものであること。 

(ﾛ) 出願商標が、商品等の機能を確保するために不可欠な音のみからなるも

のであること。 

 

(4) 上記(1)(ﾛ)、(2)(ﾛ)又は(3)(ﾛ)を確認するにあたっては、下記(ｲ)及び

(ﾛ)を考慮するものとする。 

(ｲ) 商品等の機能を確保できる代替的な立体的形状、色彩又は音が他に存在

するか否か。 

(例)  

① 商品等の構造又は機構上不可避に生じる音であるか否か。 

② 人工的に付加された音であるか否か。 

(ﾛ) 代替可能な立体的形状、色彩又は音が存在する場合でも、同程度（若し

くはそれ以下）の費用で生産できるものであるか否か。 
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商標法４条３項 

商標審査基準たたき台（案） 現行の商標審査基準 
十八、第４条第３項（第４条第１項各号の判断時期） 

第一項第八号、第十号、第十五号、第十七号又は第十九号に該当する商標

であつても、商標登録出願の時に当該各号に該当しないものについては、

これらの規定は、適用しない。 

 

１．第４条第１項各号の判断時期について 

(1)第４条第１項第１号から第７号、第９号、第 11 号、第 12 号、第 14 号、

第 16 号又は第 18 号に該当するか否かの判断時期は、査定時とする。 

(2)第４条第１項第８号、第 10 号、第 15 号、第 17 号又は第 19 号を適用する

には、その商標登録出願が、出願時において各号の規定に該当し、かつ、査

定時においても該当しなければならない。 

２．国際商標登録出願等における「商標登録出願の時」について 

国際商標登録出願等が第４条第１項第８号、第 10 号、第 15 号、第 17 号又

は第 19 号に該当するか否かの判断時期となる「商標登録出願の時」とは、以

下のとおりとする。 

出   願 判 断 時 期 

国際商標登録出願 国際登録の日又は事後指定の日 

 第 68 条の 10 に規定する出願時の特

例の適用のある国際商標登録出願 

 

 

 

 

 該当する国内登録の登録商標に係る

商標登録出願の日 

 なお、第 68 条の 10 に規定する特例

は、国内登録における指定商品又は指定

役務と重複している範囲について認め

られることとなるので、その重複してい

る指定商品又は指定役務ごとに商標登

十八、第４条第３項（第４条第１項各号の判断時期） 

第一項第八号、第十号、第十五号、第十七号又は第十九号に該当する商標

であつても、商標登録出願の時に当該各号に該当しないものについては、

これらの規定は、適用しない。 

 

３． 上記以外の第 4 条第 1 項各号の規定に該当するか否かの判断時期は、査定

時とする。 

 

１．第４条第１項第８号、第 10 号、第 15 号、第 17 号又は第 19 号を適用する

には、その商標登録出願が、出願時において各号の規定に該当し、かつ、査

定時においても該当しなければならないものとする。 

２．国際商標登録出願等が第４条第１項第８号、第 10 号、第 15 号、第 17 号又

は第 19 号に該当する商標であるか否かの判断時期となる商標登録出願の時

とは、以下のとおりとする。 
 

出   願 判 断 時 期 

国際商標登録出願 国際登録の日又は事後指定の日 

 第 68 条の 10 に規定する出願時の特

例の適用のある国際商標登録出願 

 

 

 

 

 該当する国内登録の登録商標に係る

商標登録出願の日 

 なお、第 68 条の 10 に規定する特例

は、国内登録における指定商品又は指定

役務と重複している範囲について認め

られることとなるので、その重複してい

る指定商品又は指定役務ごとに商標登
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録出願の日が異なる場合がある 

 第 68 条の 32 に規定する商標登録出

願  (セントラルアタック後の国内出

願)又は第68条の33に規定する商標登

録出願(議定書廃棄後の商標登録出願) 

 国際登録の日又は事後指定の日 

 

 

録出願の日が異なる場合がある 

 第 68 条の 32 に規定する商標登録出

願  (セントラルアタック後の国内出

願)又は第68条の33に規定する商標登

録出願(議定書廃棄後の商標登録出願) 

 国際登録の日又は事後指定の日 

 
 

 
  
 【第 22 回商標審査基準 WG の議事次第に掲載されていない商標審査基準について】 
 
  １．以下（１）及び（２）については、特にユーザー等から改訂の要望はなく、また、構成面から見直しすべき点も見当たらないため、

改訂の必要がないと考えられる。 
（１）第３ 一 第４条第１項全体 

（２）第17   附則第２条、第３条、第４条、第６条、第11条、第12条及び第24条 (書換) 

 
２．以下については、適用が考えられる係属中の案件がないため、今後、掲載の必要がないと考えられる。 

 
第19 意匠法等の一部を改正する法律 (平成18年法律第55号)附則第７条及び第８条（特例小売商標登録出願） 


